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   協定項目１６ 補助金、交付金等の取扱いについて 
 
補助金、交付金等の取扱いについて、次のとおり提起する。 
 
平成１６年４月２７日提出 

 
富山地域合併協議会 
会 長  森  雅 志 

 

補助金、交付金等の取扱いについて 

 
補助金、交付金等の取扱いについては、別紙のとおり調整する。 
 

 

 



１－１　合併時に統合・再編を図る補助金、交付金等(協議会へ提起・協議済）

富山市 大沢野町 大山町 八尾町 婦中町 山田村 細入村
1 ○生活バス路線維持費補

助金

・複数の市町村にまたが
る路線で必要と認められ
た赤字路線に対して国県
で補助し、基準に満たな
い部分を市で補助する。
・国の補助対象以外で必
要と認められる赤字路線
に対して県市で補助す
る。

該当なし 該当なし 該当なし ○生活バス路線運行費補
助金

・複数の市町村にまたが
る路線で必要と認められ
た赤字路線に対して国県
で補助し、基準に満たな
い部分を町で補助する。

該当なし 該当なし

2 ○富山市土地区画整理組
合事業補助金

①交付対象
Ａ：補助事業者が区画整
理法第14条第1項に規定す
る組合設立の認可を受け
るまでに実施した事業に
係る調査及び測量に要し
た経費
Ｂ：道路の建造及び舗装
の工事、公園工事並びに
河川水路等の工事に要す
る経費
Ｃ：公共施設に係る埋蔵
文化財の調査に要する経
費

②補助金の額
・経費Ａ、Ｃについて
は、当該経費の1/2以内の
額
・経費Ｂについては当該
費用の1/4以内の額

 該当なし  該当なし  該当なし ○婦中町土地区画整理組
合事業補助金

①交付対象
・施行区域面積３ha以上
・施行後の公共施設が
22％以上
・道路法に規定する道路
で9m以上の新設・改良含
む。
　接続道路は主要道路の
幅員以上要

②補助金の額
Ａ：国県補助事業の組合
・組合設立認可までの調
査計画経費の100/100以内
・都市計画街路の用地取
得・造成費の100/100以内
・都市計画公園造成経費
の100/100以内
・上記以外の公共施設の
造成費の10/100以内
Ｂ：非補助事業の組合
・組合設立認可までの調
査計画経費の100/100以内

 該当なし  該当なし

3 第11回富山地域合併協議会議案第30号にて協議済【再掲】

保証料助成制度
単独融資制度 全額助成 該当なし 該当なし 中小企業活性化資金の借

入れに係る信用保証料の
50％

該当なし 該当なし 該当なし

県協調融資制
度

該当なし 該当なし 該当なし 県小口事業資金の借入れ
に係る信用保証料の50％

県小口事業資金の借入れ
に係る信用保証料の50％

該当なし 該当なし

№
現 　　況

調整方針補助金名称

不採算バス路線維持補
助金

土地区画整理組合事業
補助金

中小企業向け融資制度
等

合併時に富山市の
保証料助成制度に
統合するものとす
る。

合併時に富山市の
例により統合する
ものとする。



富山市 大沢野町 大山町 八尾町 婦中町 山田村 細入村
№

現 　　況
調整方針補助金名称

他機関制度 商工会地区小規模事業経
営改善資金融資に係る信
用保証料の30％

県経営安定資金（地域産
業対策枠、中小企業特別
支援枠）に係る信用保証
料の1/3

商工会地区小規模事業経
営改善資金融資に係る信
用保証料の50％

･商工会地区小規模事業経
営改善資金融資に係る信
用保証料の50％
･県経営安定資金(地域中
小企業特別支援枠及び自
己資本充実促進枠を除
く）の借入れに係る信用
保証料の50％

商工会地区小規模事業経
営改善資金融資に係る信
用保証料の30％

該当なし 該当なし

利子助成制度

単独融資制度 設備関係資金の融資利率
の年0.7％(一部年1.0％)
分

該当なし 該当なし 該当なし 商業活性化資金に係る利
子の50％（年間30万円を
限度）

該当なし 該当なし

県協調融資制
度

該当なし 県小口事業資金の借入金
に係る利子の3％

該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 県小口事業資金の融資利
率の年0.5％分

他機関制度 該当なし 国民生活金融公庫、県経
営安定資金（地域産業対
策枠、中小企業特別支援
枠）、商工会地区小規模
事業経営改善資金に係る
利子の3％

県高度技術化促進資金・
国民生活金融公庫貸付金
の借入金に係る利子の
15％

該当なし 国民生活金融公庫の設備
事業資金の借入額の0.3％
（年間12万円を限度）

該当なし ･商工会地区小規模事業経
営改善資金の融資利率の
年0.3％分
･小企業等経営改善資金の
融資利率の年0.3％分

損失補償制度
単独融資制度 富山県信用保証協会と覚

書を締結。
①条例に基づく資金
直近3か年平均残高見込額
×直近3か年平均弁済率×
25％×75％(市負担率)
②緊急経営基盤安定資金
融資残高見込額×2.5%(代
位弁済率)×25%(市負担
率)

該当なし 富山県信用保証協会と損
失補償契約締結。
中小企業育成対策融資資
金について、預託額の
15％

富山県信用保証協会と損
失補償契約締結。
中小企業活性化資金につ
いて、預託金×協調倍率
×5％(事故率）×30％(負
担率）

富山県信用保証協会と損
失補償契約締結。
商業活性化資金につい
て、預託金×協調倍率×
5％(事故率）×30％(負担
率）

該当なし 該当なし

県協調融資制
度

該当なし 県が保証協会と契約を締
結している(町は負担して
いない）

県が保証協会と契約を締
結している(町は負担して
いない）

県が保証協会と契約を締
結している(町は負担して
いない）

県が保証協会と契約を締
結している(町は負担して
いない）

県が保証協会と契約を締
結している(村は負担して
いない）

県が保証協会と契約を締
結している(村は負担して
いない）

合併時に富山市の
損失補償制度に統
合するものとす
る。
なお、既往の融資
分に係る契約は、
新市に引き継ぐも
のとする。

合併時に富山市の
利子助成制度に統
合するものとす
る。
なお、既往の融資
分については、新
市に引き継ぐもの
とする。



富山市 大沢野町 大山町 八尾町 婦中町 山田村 細入村
№

現 　　況
調整方針補助金名称

4 第11回富山地域合併協議会議案第30号にて協議済【再掲】

取得費の10％
限度額2億円
要件：1億円以上の経費
（新規雇用が20人以上）
 【県補助1/2】

該当なし 該当なし 県の直接補助(富山八尾中
核工業団地)
取得費の10％、限度額2億
円(1億円以上の経費、新
規雇用が20人以上）

※条例化の予定
取得費の5％、限度額1億
円(1億円以上の経費、新
規雇用が5人以上）
富山八尾中核工業団地に
ついては、県の直接補助
に加え、町単独で補助す
る。

県の直接補助(富山イノ
ベーションパーク)
取得費の10％、限度額2億
円(1億円以上の経費、新
規雇用が20人以上）

該当なし 該当なし 合併時に、富山市
の例により統合す
る。なお、富山八
尾中核工業団地及
び富山イノベー
ションパークにつ
いては、県の直接
補助に加え、新市
単独で下記の金額
を補助するものと
する。

土地･建物･設備に係る固
定資産税相当額(初年度の
み)
ただし、土地は3,000㎡ま
での分
※1の対象企業を除く

該当なし ３年間課税免除
対象：工業生産用設備(土
地、建物、設備）の取得
費 2,000万円超
 （新規雇用が新設10人以
上、増設5人以上）

３年間課税免除
①農村地域工業等導入促
進法にかかる地区(富山八
尾中核工業団地)
対象：工業生産用設備
（土地、建物、設備）の
取得費3,000万円超(新規
雇用要件なし)
②上記以外の地区
対象：上記設備の取得費
3,000万円超
(新規雇用が新設10人以
上、増設5人以上）

該当なし 該当なし 該当なし 合併時に、富山市
の例により統合す
る。なお、合併前
に課税免除の適用
を受けた企業につ
いては、その適用
期間、課税免除相
当額を補助するも
のとする。

用地取得費の10～25％
･3,000㎡超～30,000㎡
　25％
･30,000㎡超～50,000㎡
　15％
･50,000㎡超　10％
限度額1億円（新規雇用が
5人以上）
※1の対象企業を除く

該当なし ･用地取得費の20％
限度額2,000万円
(3,000㎡以上、新規雇用
が20人以上）

該当なし 用地取得費の10％
限度額3,000万円
(5,000㎡以上、新規雇用
が20人以上）

該当なし ･用地取得費の20％
限度額500万円
(700㎡以上､新規雇用が10
人以上）

用地取得に係る補
助制度について
は、合併時に、富
山市の例により統
合する。

①工場立地法、緑化推進
条例に基づく緑地の設置
　工事費の30％
　限度額700万円
②公害防止設備の設置(工
場適地に限る)
　整備費の20％
　限度額1,000万円

該当なし ･廃棄物処理、排水路、緑
地、池の設置
　整備費の10％
  限度額100万円

該当なし ･廃棄物処理施設、排水
路、緑地、池の設置
　整備費の20％
  限度額200万円

該当なし ･廃棄物処理施設、排水
路、緑地、池の設置
　整備費の10％
  限度額100万円

工場立地法、緑化
推進条例に基づく
緑地の設置及び公
害防止設備の設置
については、合併
時に、富山市の例
により統合する。
未整備用地の廃棄
物処理施設、排水
路等の整備費につ
いては、合併時
に、婦中町の例に
より統合する。

新規企業立地促進事
業・制度
用地・建物・設備
の取得費補助制度

工場等の設置にお
ける固定資産に係
る補助制度

用地に係る経費補
助制度
※用地取得に係る
補助分

環境保全施設に係
る工事費補助制度

取得費の5％
限度額1億円
(1億円以上の経
費、
新規雇用が5人以
上)



富山市 大沢野町 大山町 八尾町 婦中町 山田村 細入村
№

現 　　況
調整方針補助金名称

工事費の30％
限度額700万円

該当なし 該当なし 該当なし 工事費の20％
限度額200万円

該当なし 該当なし

工事費の30％
限度額700万円

該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし

設備投資費の20％
限度額100万円
※1の対象企業を除く

該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし

新規雇用者×50万円
限度額1億円
(新規雇用が10人以上）

該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし

投下固定資本総額の3％以
内

該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし

①共同駐車場、消融雪装
置、休憩関連施設などの
新設、増設、改造
･工事費の30％
･限度額
 中小企業団体 1億円
 商工業団体 1,000万円
②共同自転車置場などの
新設、増設、改造
･工事費の30％
･限度額
 中小企業団体700万円
 商工業団体 400万円
③共同事業施設の新設、
増設、改築
･工事費の10％

※用地費は除く(①～③)

該当なし 該当なし 該当なし 該当なし 該当なし ①共同駐車場の設置費
･用地取得費の20％
  (有料駐車場は10％)
 限度額100万円
･用地借地料の20％
  (有料駐車場は10％)
 限度額20万円
･主体工事費の20％
  (有料駐車場は10％)
  限度額150万円
②共同自転車駐輪場の設
置費（40㎡以上)
･用地取得費の20％
 限度額20万円
･工事費の20％
 限度額30万円

福利厚生施設設置
に係る工事費補助
制度

消雪装置設置に係
る工事費補助制度

再生資源を原材料
として利用する事
業に対する設備投
資に係る補助制度

工場等の新増設に
際する新規雇用者
に係る補助制度

合併時に、富山市
の例により統合す
るものとする。

集団化･高度化に
よる共同施設の設
置に係る経費補助
制度

集団化･高度化に
よる工場等の設置
に係る補助制度



富山市 大沢野町 大山町 八尾町 婦中町 山田村 細入村
№

現 　　況
調整方針補助金名称

5 第12回富山地域合併協議会議案第34号にて協議済【再掲】

［教育振興事業］
○私立幼稚園　　27園
・均等割　１園あたり
　1,000,000円
・園児割
（3歳児×10,000円）
（4～5歳児×7,500円）
・障害児割
　1人あたり55,000円
平成15年度決算
58,515千円/27園
　　　　　＝2,167千円
○私立高校　　　 5校
・均等割　1校あたり
　300,000円
・生徒割
　全生徒数×200円
・市内生徒割増
　市内通学生徒×450円
［施設整備事業］
○私立幼稚園
・新築、改築 1/4以内
（限度額　5,000万円）
・増築 1/3

該当なし 該当なし ［教育振興事業］
○私立幼稚園　　 1園
・定額補助
平成15年度決算1,300千円

○私立高校
　なし

［施設整備事業］
○私立幼稚園
実施していない

○私立高校、大学
　なし

［教育振興事業］
○私立幼稚園　　 1園
・定額補助
（2園に対して補助）
平成15年度決算713千円

○私立高校
　なし

［施設整備事業］
○私立幼稚園
・新築、増築、改築 1/8
以内

○私立高校、大学
　なし

該当なし 該当なし 合併時に富山市の
例により統合す
る。

6 第12回富山地域合併協議会議案第34号にて協議済【再掲】

有
[平成15年度決算］
公立　797千円
私立　168,371千円

無 無 有
［平成15年度決算］
公立　なし
私立　282千円

有
［平成15年度決算］
公立　なし
私立　5,374千円

無 無

[幼稚園数]
 公立幼稚園　　9園
 私立幼稚園 　27園

[幼稚園数]
 公立幼稚園　　2園
 私立幼稚園 　 0園

[幼稚園数]
 公立幼稚園　　4園
 私立幼稚園 　 0園

[幼稚園数]
 公立幼稚園　　1園
 私立幼稚園 　 1園

[幼稚園数]
 公立幼稚園　　1園
 私立幼稚園 　 1園

[幼稚園数]
 幼稚園なし

[幼稚園数]
 幼稚園なし

合併時に富山市、
八尾町、婦中町の
例により統合す
る。

私立高等学校・幼稚園
補助

私立幼稚園就園奨励費
補助金



１－２　合併時に統合・再編を図る補助金、交付金等

富山市 大沢野町 大山町 八尾町 婦中町 山田村 細入村

1 国際化推進事業補助金 ○ ○ ○ ○ ○

2 富山地区たばこ連絡協議会補助金 ○ ○ ○ ○ ○

3 保護司会等への補助 ○ ○ ○ ○

4 地域ぐるみ福祉活動補助金 ○ ○ ○ ○ ○

5 住宅改造補助事業 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

6 居宅介護支援事業所連絡協議会補助・育成 ○

7 防犯協会補助金 ○ ○ ○ ○ ○

8 ごみ集積場設置補助金及びネット補助金 ○ ○ ○ ○ ○ ○

9 農用地利用集積事業補助金 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

10 小規模土地改良事業補助金 ○ ○ ○ ○

11 土地改良事業補助金 ○ ○ ○ ○ ○ ○

12 県単独土地改良事業 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

13 市単独土地改良事業 ○ ○ ○ ○ ○

14 県単森林整備事業 ○ ○ ○ ○ ○ ○

15 森林環境保全整備事業 ○ ○ ○

16 家畜防疫対策 ○ ○ ○ ○ ○

17 公園愛護会への助成 ○ ○

18 中学校体育連盟補助 ○

19 全国大会等出場助成 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

20 自動車改造費助成 ○

21 自動車免許取得費助成 ○

22 産休等職員代替職員補助制度 ○

23 社会福祉事業振興補助金融資利子補給 ○

24 痴呆性高齢者グループホーム建設助成事業費 ○

25 介護老人保健施設借入金利子補給事業 ○ ○ ○

現行のとおり、中核市事務として新市に引き
継ぐ。

現　　　　　　　　　　　　　　　　　況補助金名称
（事務事業名）

調整方針

合併時に再編する。



富山市 大沢野町 大山町 八尾町 婦中町 山田村 細入村

現　　　　　　　　　　　　　　　　　況補助金名称
（事務事業名）

調整方針

26 介護老人保健施設設備整備助成事業 ○ ○

27 私立学校等結核健康診断補助事業 ○

28 更正保護団体に対する補助 ○ ○ ○

29 地区民生委員協議会等への補助 ○ ○ ○ ○ ○

30 私立保育所に係る各種補助 ○ ○ ○

31 精神障害者共同作業所補助事業 ○ ○

32 心身障害者通所訓練作業所補助制度 ○ ○ ○ ○

33 介護支援仕様自動車改造費補助事業 ○

34 外国人高齢者福祉手当 ○ ○ ○

35 認可外保育施設運営費補助 ○

36 私立保育所の施設整備補助 ○ ○ ○

37 老人福祉施設建設助成（ケアハウス） ○ ○

38 公衆浴場関係補助金 ○ ○

39
事業系一般廃棄物減量化推進事業
（商店街古紙回収補助事業補助金）

○

40 商工会議所･商工会経営改善普及事業補助金 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

41 商店街補助事業・制度 ○ ○ ○

42 商店街共同施設助成事業補助金 ○ ○

43 地力増強対策事業 ○ ○ ○ ○ ○ ○

44 建築物等耐震改修促進事業補助金 ○

45 各種体育大会派遣補助 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

46 各種農業金融対策事業 ○ ○ ○ ○ ○
合併時に富山市の例により統合する。
ただし、市町村単独補助事業については、
合併時に再編する

47 中小企業退職金共済契約掛金補助金 ○ ○ ○ ○ ○
合併時に富山市・大沢野町の例により統合
する。

48 公・私立幼稚園の第３子以降保育料軽減事業 ○ ○
合併時に富山市と婦中町の例により統合す
る。

49 水田営農経営体活性化事業 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

合併時に八尾町・婦中町の例により統合す
る。
ただし、市町村単独補助事業については、
合併時に再編する。

合併時に富山市の例により統合する。



富山市 大沢野町 大山町 八尾町 婦中町 山田村 細入村

現　　　　　　　　　　　　　　　　　況補助金名称
（事務事業名）

調整方針

50 ごみ減量化推進事業補助金 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 合併時に婦中町の例により統合する。

51 農業用廃プラ・廃農薬処理事業補助 ○ 合併時に八尾町の例により統合する。

52 心身障害者関係団体の育成 ○ ○ ○ ○ ○

障害者団体への補助金については、再編・
統合等の動向をみながら、調整を行う。な
お、 合併時までに団体の統合がされない場
合は、補助金の継続など何らかの経過措置
を考慮する。

53 心身障害者関係団体への事業補助 ○ ○ ○

団体への補助金については、再編等の動向
を見定めながら調整を行う。
なお、合併時までに統合されない団体への
補助金については、経過措置を考慮する。

54 社会福祉協議会への補助 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
現行のとおり新市に引き継ぐが、合併時に
可能な限り統合する。



２－１　当面、現行のとおり新市に引き継ぎ、合併後調整を図る補助金、交付金等（協議会へ提起・協議済）

富山市 大沢野町 大山町 八尾町 婦中町 山田村 細入村
1 該当なし ○大沢野町土地開発事業

助成金

①対象団地
・おおむね４０戸以上

②助成金の額
ＡとＢの合算額の1/2以内
Ａ：道路用地費
Ｂ：道路舗装に要する造
成費

○大山町住宅団地造成事
業助成金

①対象団地
・全体面積が10,000㎡以
上
・全体区画数の1/2以上の
区画の面積が260㎡以上で
あること
・内空断面30cm×30cm以
上の道路側溝が、両側に
設置されていること
・その他

②助成金の額
道路路盤整備費及び道路
側溝整備費について町の
積算と事業者側の積算を
比較し、いずれか低い方
の額の1/2以内

○八尾町住宅団地造成事
業助成金

①対象団地
・住宅団地内道路及び公
共道路までの取付け道路
の下層路盤工以上の工事
費
・道路側溝工事費
・消雪施設工事費
・交通安全施設工事費
・防火水槽工事費

②助成金の額
当該経費の1/2以内。（１
住宅団地につき30,000千
円を限度）

該当なし 該当なし 該当なし 現行のとおり新市
に引き継ぎ、合併
後、調整するもの
とする。

2 第11回富山地域合併協議会議案第30号にて協議済【再掲】

該当なし 該当なし ･賃借料の20％(3年間)
限度額2,000万円
(3,000㎡以上、新規雇用
が20人以上）

該当なし 該当なし 該当なし ･賃借料の20％(3年間)
限度額500万円
(700㎡以上､新規雇用が10
人以上）

賃借料に係る補助
については、合併
後、新市において
検討するものとす
る。

3 第12回富山地域合併協議会議案第33号にて協議済【再掲】

○ヤングファミリー住宅
取得資金利子補給
①対象
・住宅金融公庫、年金資
金運用基金、雇用・能力
開発機構の融資を受け
る、年齢合計が70歳以下
の夫婦
・床面積が70㎡以上175㎡
以下
②補助金額
年6万円(上限)
③補助期間
5年以内

○都心居住推進
都心地区(436ha）におい
て優良賃貸住宅を建築す
る場合に補助

該当なし ○新婚家庭住宅建築資金
利子補給
①対象
・いずれかが40歳未満の
夫婦（婚姻後5年以内、3
年以内に婚姻予定）
・床面積が70㎡以上175㎡
以下
②助成金額
年6万円(上限)
③助成期間
5年（最長）

○持ち家取得奨励事業
①対象
　床面積が75㎡以上
②補助金額
・用途地域内は、50万円
・用途地域外で宅地購入
し、3年以内に住宅を建築
した場合は50万円
・上記以外は40万円

○地域木造住宅供給推進
事業
①対象
ウッドタウン内の公共施
設
②補助金額
補助率2/3以下
　（1,000万円以内)

該当なし ○定住促進支援金
①対象
・村内に1年以上住所を有
する、20歳以上40歳以下
の者（転入･分家者のみ）
・床面積が70㎡以上
②支援金額
1棟50万円

該当なし 現行のとおり新市
に引き継ぎ、合併
後に再編する。

№
現 　　況

調整方針補助金名称

住宅団地造成助成事業
補助金

用地に係る経費補
助制度
※賃借料に係る補
助分

中小企業向け融資制度
等

定住促進支援事業補助
金



富山市 大沢野町 大山町 八尾町 婦中町 山田村 細入村
№

現 　　況
調整方針補助金名称

4 第12回富山地域合併協議会議案第34号にて協議済【再掲】

・西番地区から太田小学
校へ通う定期代の6割補助
・池多小学校区から呉羽
中学校へ通う通学費の2割
補助

該当なし 下番新町から上滝中学校
への冬期間の通学定期代
全額補助

該当なし 該当なし 該当なし 公共交通で通学する中学
生徒の定期代補助。
旧猪谷小校区
   定期代の100％
旧楡原小校区
   定期代の65％

現行のとおり新市
に引き継ぐ。

遠距離通学補助



２－２　当面、現行のとおり新市に引き継ぎ、合併後調整を図る補助金、交付金等

補助金、交付金等区分 富山市 大沢野町 大山町 八尾町 婦中町 山田村 細入村

1高等教育機関等運営補助金 ○

2私費留学生、外国人支援補助金 ○ ○ ○

3文化・国際交流事業補助金 ○ ○ ○ ○ ○ ○

4芸術・文化団体補助金 ○ ○ ○ ○ ○ ○

5文化会館等運営補助金 ○ ○

6情報化推進事業補助金 ○

7統計調査員団体補助金 ○

8市町村駐車（輪）場運営補助金 ○

9土地開発公社等運営補助金 ○ ○

10 納税奨励団体等補助金 ○ ○ ○ ○ ○ ○

11 社会援護団体等事業補助金 ○ ○ ○ ○ ○ ○

12 健康・福祉施設管理補助金 ○ ○

13 障害者施設整備補助金 ○ ○ ○ ○

14 障害者施設運営補助金 ○ ○ ○ ○

15 障害者支援事業補助金 ○ ○ ○ ○ ○ ○

16 母子・助産・児童養護施設運営補助金 ○

17 子育て支援、育児補助金 ○ ○

18 母子家庭等支援事業補助金 ○ ○ ○

19 こども施設・遊具等補助金 ○ ○ ○

20 児童健全育成事業補助金 ○

21 青少年育成支援団体補助金 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

22 老人福祉施設建設事業補助金 ○ ○ ○ ○ ○

23 介護療養型医療施設建設事業補助金 ○

24 在宅介護施設整備事業補助金 ○ ○ ○

25 老人ホーム等運営補助金 ○

26 高齢者支援団体補助金 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

27 老人関係イベント・大会開催補助金 ○ ○

28 高齢者支援事業補助金 ○ ○ ○ ○ ○ ○

29 各種保健・衛生団体補助金 ○ ○ ○ ○ ○ ○

30 保健衛生関係事業補助金 ○ ○ ○ ○

31 自治振興団体補助金 ○ ○ ○ ○ ○ ○



補助金、交付金等区分 富山市 大沢野町 大山町 八尾町 婦中町 山田村 細入村

32 消費者団体補助金 ○ ○ ○

33 人権擁護団体補助金 ○ ○ ○ ○

34 男女参画社会推進事業補助金 ○ ○ ○ ○

35 女性団体活動補助金 ○ ○ ○ ○ ○

36 青年・壮年団体活動補助金 ○ ○ ○ ○

37 計量検査事業補助金 ○

38 成人の日祝典開催補助金 ○

39 ボランティア関連事業補助金 ○ ○ ○

40 交通安全関係団体補助金 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

41 環境保全施設等整備補助金 ○ ○ ○ ○ ○

42 環境保全団体支援補助金 ○

43 住宅用太陽光発電システム設置補助金 ○ ○ ○

44 し尿処理収集体制補助金 ○ ○ ○

45 最終処分場の対策協議会補助金 ○

46 商工業団体補助金 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

47 中心市街地活性化事業補助金 ○ ○

48 人材育成事業補助金 ○ ○ ○

49 商工業関係表彰顕彰制度補助金 ○

50 ベンチャー企業等支援事業補助金 ○

51 貿易振興関係補助金 ○

52 多目的ホール整備等補助金 ○

53 労働団体補助金 ○ ○ ○ ○ ○

54 勤労者施設補助金 ○ ○ ○

55 就労支援事業補助金 ○ ○ ○ ○ ○

56 観光物産施設運営補助金 ○ ○

57 コンベンション事業補助金 ○

58 観光団体補助金 ○ ○ ○ ○ ○ ○

59 観光振興事業補助金 ○ ○ ○ ○ ○ ○

60 物産支援補助金 ○ ○ ○ ○

61 薬業支援補助金 ○ ○

62 伝統工芸支援補助金 ○

63 デザイン振興支援事業補助金 ○



補助金、交付金等区分 富山市 大沢野町 大山町 八尾町 婦中町 山田村 細入村

64 農業団体補助金 ○ ○ ○ ○ ○ ○

65 農村交流補助金 ○ ○ ○ ○

66 農業者育成対策事業補助金 ○ ○ ○ ○ ○ ○

67 農業共済組合事業補助金 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

68 水田営農経営体活性化事業補助金 ○ ○ ○ ○ ○ ○

69 農業生産向上対策事業補助金 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

70 水田転作事業補助金 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

71 米穀流通消費対策事業補助金 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

72 カドミウム汚染対策事業補助金 ○ ○ ○

73 中山間地域等直接支払事業補助金 ○ ○ ○ ○ ○ ○

74 果樹・園芸・花き振興団体補助金 ○ ○

75 果樹・園芸・花き振興対策事業補助金 ○ ○ ○ ○

76 地域特産品振興対策事業補助金 ○ ○ ○

77 海岸保安林整備事業補助金 ○

78 林業関係事業補助金 ○ ○ ○ ○ ○ ○

79 鳥獣対策補助金 ○ ○ ○ ○ ○

80 林道整備事業補助金 ○

81 沿岸漁業振興事業補助金 ○

82 内水面漁業関係補助金 ○ ○ ○ ○ ○ ○

83 漁業漁村活性化対策事業補助金 ○

84 畜産奨励振興事業補助金 ○ ○ ○ ○ ○

85 鉄道近代化設備整備補助金 ○ ○ ○ ○

86 市街地再開発関係事業補助金 ○

87 都市景観関係事業補助金 ○

88 優良賃貸住宅促進事業補助金 ○

89 危険住宅移転事業補助金 ○

90 克雪住宅普及事業補助金 ○

91 優良建築物等整備事業補助金 ○

92 道路・河川関係協議会等補助金 ○ ○

93 緑化事業補助金 ○ ○

94 防災啓発事業補助金 ○ ○ ○

95 校長会、教頭会等補助金 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○



補助金、交付金等区分 富山市 大沢野町 大山町 八尾町 婦中町 山田村 細入村

96 学校再編事業補助金 ○

97 学校後援会、父兄会等補助金 ○ ○ ○ ○ ○

98 就学援助補助金 ○ ○ ○

99 教育振興事業等補助金 ○ ○ ○ ○ ○

100 学校体育団体補助金 ○

101 小中学校体育・文化振興各種事業補助金 ○ ○ ○

102 学校保健・給食団体補助金 ○ ○ ○

103 美術館・博物館、科学館等事業補助金 ○ ○ ○

104 ＰＴＡ団体補助金 ○ ○ ○ ○

105 社会教育関係団体補助金 ○

106 生涯学習団体補助金 ○ ○ ○ ○

107 生涯学習推進事業補助金 ○ ○ ○

108 指定文化財等保護補助金 ○ ○ ○ ○ ○

109 公民館補助金 ○ ○ ○ ○ ○ ○

110 スポーツ施設管理補助金 ○ ○ ○

111 スポーツ振興団体運営補助金 ○ ○ ○ ○ ○ ○

112 上下水道関係団体補助金 ○

113 下水道普及促進事業補助金 ○ ○ ○ ○

114 消防関係補助金 ○ ○ ○ ○ ○

589件 191件 144件 138件 189件 80件 65件

7,717百万円 373百万円 286百万円 607百万円 563百万円 211百万円 52百万円

※　平成15年度当初予算ベースにて記載

補助金、交付金等合計



３　廃止予定の補助金、交付金等

富山市 大沢野町 大山町 八尾町 婦中町 山田村 細入村

富山市痴呆性高齢者支援団体
事業費補助金

特別養護老人ホーム建設助成
事業（新規協議単独分）※

首都圏おおやま会運営補助金
八尾町環境ＩＳＯ１４００１認証
取得支援事業補助金

心臓病治療費の助成
道路照明灯設置・維持管理補
助金※

道路照明灯維持管理補助金※

富山市草刈機賃借料補助金
老人福祉施設建設借入金元
金・利子補給事業（新規協議
分）※

近畿圏おおやま会設立補助金
特別養護老人ホーム建設助成
事業（新規協議単独分）※

老人性白内障手術助成

身体障害者等交付診断書補助
金

チャイルドシート購入費補助金
特別養護老人ホーム建設助成
事業（新規協議単独分）※

老人福祉施設建設借入金元
金・利子補給事業（新規協議
分）※

特別養護老人ホーム建設助成
事業（新規協議単独分）※

心臓病治療費の助成
老人福祉施設建設借入金元
金・利子補給事業（新規協議
分）※

道路照明灯設置・維持管理補
助金※

老人福祉施設建設借入金元
金・利子補給事業（新規協議
分）※

全国健康福祉祭（年輪ピック）
補助

道路照明灯設置・維持管理補
助金※

チャイルドシート購入費補助金
道路照明灯設置・維持管理補
助金※

特別養護老人ホーム建設助成
事業（新規協議単独分）※

チャイルドシート購入費補助金 チャイルドシート購入費補助金

老人福祉施設建設借入金元
金・利子補給事業（新規協議
分）※

※印の補助金、交付金等については、経過措置等あり

補
助
金

、
交
付
金
等
の
名
称




